






基礎教育からi詰下流の継続能力開発まで、生涯に

わたって能力を辰大限に引き出すための総合支援

システムとして捉える必要がある。(凶2)

まず大学レベルの基礎教育がしっかりしている

ことが大切である。学問としての工学 (engineering

science)を教えることに主H艮を白いた従来の E学

教育を脱し、技術者として自立するに必要な11~小

限の能力を保証する技術者教育に変換することが

求められる。社会を理解する力、武任を自覚する

力(技術者倫埋)、コミュニケーション力、 I~I 己学

習力、応用能力。知識とそれらの力が組み合わさ

って始めて、技術者としての自立準備が盤うので

ある。それが教育の中で実現されているか、関連

学協会の助けを借りて技術者の視点から審査・確

認する作業が認定である。この認定は、常にIlt界

の水準を怠識しながら、国際同等性を主張できる

質を維持しなければならない。

このような基礎教育を終えたものが実務修間を

重ねながら、やがて国際的に通川する技術者に育

ってL、く。自立した技術者に成長する適切な段階

で、能力の第三者説明として、あるいは社会に対

して公的な責任を負う証として、技術土や一級建

築士などの技術者資格を取得してゆく。 00年4F1に

校術士法が改正され、技術士が:APECエンジニアな

どの国際資格と容易に同等性が確保できるように

なったので、必要に応じて国際資格をとることも

可能である。現に01年4月に、技術1二のrl:tから千

人、一級建築士の中から400人のAPECエンジニア

が認定された。

資格の有無にかかわらず、すべての技術者が継
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統能力開発 (ContinuingProfessional Develop-

ment， CPD)を必要とする時代となった。技術士

法の改正により、技術士に対してCPDが責務とな

っている。一級建築士もしかり、 APECエンジニア

もしかりである。公的な技術者資格を持つものに

とって、 CPDを通じて自主的に能力の向上に努め

ることは、社会に対する当然の責任といえよう。

では資格を持たない技術者でも、なぜCPDが必

要なのであろうか。近年主要な技術系学協会で、

会員の倫理規定を制定することが一般化している。

その中で「会員は能力向上のために不断の努力をす

るJと規定されていることが多い。技術者の仕事が

社会に及ぼす影響を考えれば、最新の科学技術の

成栄を目前の問題に活用で、きる能力が求められる

のは当然で、ある。

しかしそのような倫埋の問題を別にしても、来

たるべき個人基盤型社会にあっては、自らの価値

や能力を自らの責任において尚め、その結果をl明

示できる態勢を整えておくことが重要になる。こ

のことは当然、エンプロイアビリティ (employability，

属川に値する価値・能力)の向上に黙がり、受益者

はまさに白分自身である。 CPDとその記録は、資

絡を持たない技術者にとっても、生涯にわたって

生き生きと働き続けるための最強の拠り所となる

はずで、ある。

これからは、 240万すべての技術者にCPDを提供

できる体制をつくらなければならない。 技術者に

CPDのチャンスを提供できるのは、専門の学協会、

企業内教育組織、大学を含めた教育機関などであ

る。これらはすべてCPDサービスのプロパイダー
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